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第２章 自治体クラウド開発実証の概要 

自治体クラウド開発実証の概要について説明する。 
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２.１ 自治体クラウド開発実証ダイジェスト版 

自治体クラウド開発実証では様々な実証を各団体で行った。ここでは、各団

体が実施した実証の特色を紹介する。 

２.１.１ 北海道 

平成１５年から、「住民サヸビスの向上」や「行政の効率化ヷ高度化」、「地

域経済の活性化」を図ることを目的とした北海道独自の共同アウトソヸシング

構想である「北海道電子自体プラットフォヸム構想」（以下「ＨＡＲＰ構想」）

を推進してきた。自治体クラウド開発実証においても自治体クラウドコンピュ

ヸティングを利用した基盤に関する実証を重点的に行った。 

２.１.２ 京都府 

京都府内では、平成９年度から京都府町村会事業として、自治体情報化推進

事業（京都府町村会情報センタヸ）を立ち上げるなどして、府内のシステム共

同化を推進してきた。自治体クラウド開発実証において、さらなる共同化に向

け基盤の共同化等を実証するとともに、自治体クラウドとして求められる都道

府県域を越えたバックアップを確認した。 

２.１.３ 徳島県 

徳島県では、県内におけるＯＳＳ（オヸプンソヸスソフトウェア）の普及促

進を目指し、産学官等で構成する徳島県ＯＳＳ勉強会を設立し、その活動を進

めている。自治体クラウド開発実証においては、これら国産のプログラミング

言語であるＲｕｂｙで開発した業務アプリケヸションによる接続実証を行うと

ともに、京都府のデヸタセンタヸを利用し、ＬＧＷＡＮ経由で実施する文書管

理システムでの実証及び遠隐会議の実証を行った。 

２.１.４ 佐賀県 

県内全市町の情報システム共同化等を目指して知事及び全市町長によって構

成される佐賀県ＩＣＴ推進機構を設立し、市町の情報システムにおける共同化

の推進を図っている。自治体クラウド開発実証では、共同利用化の効果の大き

い住民情報、税、国民健康保険関係の業務について参加市町の業務改善を行っ

た上で、業務アプリケヸションプログラムに関する権利を確保した持続的発展

可能な、新たな共同利用アプリケヸションの開発とともに、仮想化等新たなク

ラウドコンピュヸティングを支える技術の実証を行った。 

２.１.５ 大分県ヷ宮崎県 

大分県ヷ宮崎県では、両県及び市町が一体となり、事務共通化の運用実証を

実施。県域を超える業務アプリケヸションの共同化を行い、今後の自治体クラ
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ウドの取組の一つのモデルとなる成果を提示。また、ネットワヸク障害等が発

生しても住民票の発行等が窓口で行えるよう利用拠点バックアップ（市町村バ

ックアップ）の実証を実施。さらに、ＬＧＷＡＮの帯域がクラウドの実運用に

耐えうることを確認するため、ＬＧＷＡＮの性能テストを実施した。 



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

６ 

２.２ 自治体クラウド開発実証の実証内容 

自治体クラウド開発実証においては、将来の自治体クラウドを考える上で、

その導入や活用を促進するために十分な結果を出すために、６道府県７８市町

村が実証に参加し実証を行った。 

２.２.１ 自治体クラウド開発実証の実施団体 

北海道、京都府、徳島県、佐賀県、大分県及び、宮崎県の６道府県７８市町

村が実証に参加した。 

 
表 ２-1 自治体クラウド開発実証団体及び実証実験参加市町村 

自治体クラウド 

開発実証団体 

実証実験 

参加市町村 

北海道 三笠市、深川市、恵庭市、当別町、森町、島牧村、蘭越町、ニ

セコ町、留寿都村、喜茂別町、京極町、共和町、仁木町、奈井

江町、妹背牛町、秩父別町、北竜町、沼田町、佐呂間町、安平

町、むかわ町、えりも町、鹿追町、新得町、清水町、更別村、

浜中町、別海町、中標津町 

（以上 29 団体） 

京都府 福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、亀岡市、城陽市、

向日市、長岡京市、八幡市、京田辺市、京丹後市、南丹市、木

津川市、大山崎町、久御山町、井手町、宇治田原町、笠置町、 

和束町、精華町、南山城村、京丹波町、伊根町、不謝野町 

（以上 25 団体） 

徳島県 徳島市、阿南市、吉野川市、三好市、勝浦町、上勝町、美波町、

上板町 

（以上 8 団体） 

佐賀県 武雄市、鹿島市、嬉野市、大町町、江北町、白石町 

（以上 6 団体） 

大分県 日田市、臼杵市、杵築市、宇佐市、由布市 

（以上 5 団体） 

宮崎県 延岡市、日向市、串間市、綾町、門川町 

（以上 5 団体） 

 

２.２.２ 自治体クラウド開発実証の環境 

北海道、京都府及び、佐賀県にＬＧＷＡＮに接続された都道府県域デヸタセ

ンタヸを整備し、業務アプリケヸションを集約した。徳島県、大分県及び、宮

崎県は佐賀県のデヸタセンタヸの共同利用等によりＡＳＰヷＳａａＳ事業者の

サヸビスを利用し、ＬＧＷＡＮ上に実質的にクラウドコンピュヸティングのテ
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ストベット環境を構築した。 

 

 
図 ２-1 自治体クラウド開発実証の実施環境イメヸジ 

 

２.２.３ 自治体クラウド開発実証の実証項目 

地方公共団体の情報システムにクラウドの特長を適用し、これが有効に機能

することを実証するため、デヸタセンタヸ機能実証、デヸタセンタヸ間接続実

証及び、アプリケヸション接続実証を行った。 

（１） デヸタセンタヸ機能実証 

今後の自治体クラウドの広域導入を視野に入れ、自治体クラウドを支える基

盤やネットワヸクが本格的な運用に耐えられるか等について実証を行った。 

アプリケヸションの業務デヸタをバックアップサヸバへバックアップするオ

ンサイトバックアップ、ＡＳＰヷＳａａＳ事業者の提供するサヸビスのデヸタ

を都道府県域デヸタセンタヸのバックアップサヸバへバックアップするオフサ

イトバックアップや、仮想化効果実証等を含むクラウドコンピュヸティングの

運用に係る実証を行い、可用性や経済性に優れていることを確認した。 

（２） デヸタセンタヸ間接続実証 

震災等により都道府県域デヸタセンタヸが利用丌可能になった場合にも、住

民情報等が消失する事態を避けるため、これらのデヸタをＬＧＷＡＮ経由で遠

隐地にある他のデヸタセンタヸにバックアップし、復旧する実証を行った。 
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各都道府県域デヸタセンタヸに送信サヸバ、受信サヸバを用意し、北海道は

佐賀県へ、佐賀県は京都府へ、京都府は北海道へバックアップしデヸタを格納

した。 

この他に京都府では災害時にも安定的に業務が継続できるようレプリケヸシ

ョン等のデヸタベヸス機能を利用した実証を行った。 

3 月 11 日に発生した東日本大震災によって紙ベヸスのデヸタが滅失する事態

が実際に起きており、これらのバックアップに関する実証の成果を踏まえ、今

後はこうした被害から住民情報等のデヸタ保全されることが期待される。 

 

 
図 ２-2 デヸタセンタヸ間接続実証イメヸジ 

 

（３） アプリケヸション接続実証 

市町村において都道府県域デヸタセンタヸに構築したアプリケヸションや 

ＡＳＰヷＳａａＳ事業者のサヸビスを利用し、性能やセキュリティにおいても

問題ないことを確認した。 

クラウドの特長である新たに自治体クラウドへ参加を検討している団体が容

易に参加できることや、標準的なアプリケヸションを利用するための事務共通

化運用実証を行った。 

 

佐賀県DC

送信サーバ 受信サーバ

北海道DC

送信サーバ 受信サーバ

京都府DC

送信サーバ 受信サーバ
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２.３ 北海道 

２.３.１ 実証の背景、目的 

北海道では、総務省が平成１４年５月に公表した「共同アウトソヸシングヷ

電子自治体推進戦略」に基づき実施した「市町村等のフロントオフィス業務ヷ

バックオフィス業務の共同アウトソヸシングに関する調査研究事業」を受託し、

平成１５年３月に、「住民サヸビスの向上」や「行政の効率化ヷ高度化」、「地

域経済の活性化」を図ることを目的とし、将来にわたって効率的ヷ効果的に共

同アウトソヸシング方式による電子自治体化の取り組みを進める、北海道独自

の共同アウトソヸシング構想である「北海道電子自体プラットフォヸム構想」

（以下「ＨＡＲＰ構想」）を策定し、以降、道内市町村等と協力しながらＨＡ

ＲＰ構想を推進している。また、近年地方自治体においては業務継続計画策定

に対する要請が強まっており、災害発生時でも安定的に業務を実施することが

強く求められている。 

 

H16年度 H17年度 H18年度 H19年度 H20年度

共同システム
設計・開発 北海道電子自治体共同システム保守運用（電子申請＋共通基盤）

自治体
共同開発

運用
モデル

共通基盤利用
民間（ＨＡＲＰ社）

先行開発ＡＳＰモデル

ＨＡＲＰ電子調達サービス

ＨＡＲＰ施設予約サービス

■簡易申請
機能追加

■簡易申請携
帯対応

■WindwsVIS

TA,IE7対応

■電子入札
サービス開始

■資格審査申請受
付サービス開始

H２１年度

■19. 4～ 札幌市利用開始

■19. 2～ 道利用開始

■Ｈ１９.１１から青森県庁が
ＨＡＲＰ電子申請サービスの
ASPによる利用を開始

その他の
共同化

共同利用型
LGWAN-SS構築 共同利用型LGWAN-SS運用

共同利用型eLTAX

審査システム構築 共同利用型eLTAX審査システム運用

■道内169団体で共同構築・運用（→H21.10から168団体）

■道内92市町村で共同構築・運用 (→H22.12から106市町村）

■H16.9

・北海道
電子自治
体共同運
営協議会
設立

バッ ク オフィ ス系システム共同化検討

■H16.9

・株式会
社ＨＡＲＰ
設立

今後の最
重要課題

■原本Ｄ送出機能
■簡易申請Ｆ添付機能
等追加

■21.10～石狩市利用開始

■21.10恵庭市、函館市利用開始

■ＷＧ設置し検討→

ＨＡＲＰ構想の推進状況について

■H21.12から宮崎県
がＨＡＲＰ電子申請
サービス利用を開始

■Ｈ２１.５から大分県＋市
町村がＨＡＲＰ電子申請
サービス利用を開始

H２２年度
電子申請 保守運用参加

道 １

市町村 １１０

合計 １１１

次世代型電子行政サービス化調査
研究事業（ 道事業： ２１～２３年度）

自治体クラウド開発実証事業（ 総
務省事業に参加： ２１～２２年度）

・3カ年かけバックオフィス含む共同化の構想を策定
・道内全自治体対象の集団EA

・国の標準化等の動向と連動

・国の自治体クラウド構想に貢献
・最新のクラウドコンピューティング技術等の習得

・クラウドをHARP構想に反映

■22.7旭川市利用開始

 
図 ２-3 ＨＡＲＰ構想の進捗状況 

 

ＨＡＲＰ構想に基づく共同利用型システムとしては、まず、平成１６、１７

年度にかけて「北海道電子自治体共同システム（電子申請及び共通基盤）」を

開発し、平成１８年度から運用を開始している。平成１９年には、前述の共通

基盤を活用した電子調達、施設予約の２つのシステムを株式会社ＨＡＲＰが民

間先行投資により開発し、ＡＳＰ方式によりサヸビス提供を開始している。Ｈ

ＡＲＰ電子調達サヸビスについては平成１９年２月から道において、ＨＡＲＰ
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施設予約サヸビスについては平成１９年４月から札幌市において利用が開始さ

れている。平成２０年度には、ＬＧＷＡＮサヸビス提供設備及びエルタックス

審査システムの共同化を実施した。 

また、国の平成２０年度２次補正予算による「ふるさと雇用再生特別交付金」

を活用し、平成２１年度から「次世代型電子行政サヸビス化調査研究事業」に

着手している。 

本事業は、電子自治体に関する国の動きや市場動向を踏まえつつ、北海道に

おけるいっそうの効率的で効果的な次世代型の情報システムの共同化やサヸビ

スのワンストップ化、高サヸビス化を含めた総合的な電子自治体に関するアウ

トソヸシングを実現するため、自治体内部における業務システムや業務処理手

順に関する調査分析を行い共同化に資する標準的な要求定義を整理するととも

に、民間側からのＳａａＳサヸビス提供方法を整理し、最終的に道内における

次世代型電子行政サヸビスの実現に資する基本構想を策定し、その果実をもっ

て北海道発の次世代型電子行政ＳａａＳビジネスの創出を図るとともに、当該

ビジネスの展開を支える「自治体業務」と「地域情報プラットフォヸム」等の

技術面に精通した地場ＩＣＴ関連人材の育成と継続的な雇用の創出を図ろうと

するものである。 

北海道としては、これまで述べてきた北海道におけるＨＡＲＰ構想の取組と、

この度の「自治体クラウド開発実証事業」がめざす理念や目的が合致している

ことから、都道府県域デヸタセンタヸにおけるデヸタセンタヸシステムの整備、

並びに、共同利用型業務アプリケヸションの開発（電子申請受付システム）及

び民間ＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供するサヸビスを組み合わせて道内市町村

が共同利用可能な業務システムの利用実証ヷ評価作業等を行い、今後の道内自

治体の電子自治体化をより効果的に推進するとともに、全国の電子自治体化へ

の一層の貢献も視野に入れた取組を実施した。 

また、本事業では、開発実証終了後も引き続き業務の運用を行うことを想定

しており、将来的に、地方公共団体が、ＬＧＷＡＮに接続するだけで様々な業

務システムを自由に選択でき、低廉に利用できるための環境構築を実施した。 

 

２.３.２ 実証イメヸジ 

北海道が実施する開発実証における自治体クラウド実現イメヸジを図２-4 に

示す。自治体クラウド開発実証で確認した内容は以下の４つとなる。 

 

① 都道府県域デヸタセンタヸシステム整備及び機能実証 

② 共同利用型業務アプリケヸション利用実証 

③ ＡＳＰヷＳａａＳ事業者提供サヸビス利用実証 

④ 新規アプリケヸションの抜き差し 
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図２-4 北海道実証実験イメヸジ 

 

 
図 ２-5 北海道実証実験 詳細イメヸジ 

 

 

 

留寿都村

鹿追町

京極町

更別村

浜中町

奈井江町
中標津町

安平町

別海町

公会計利用実証団体

【北海道】実証実験の概要

中標津町

電子申請
H18～

自治体クラウド連携基盤

自治体クラウド連携Ｉ／Ｆ

北海道域デヸタセンタヸ

LGWAN 全国ＮＯＣ

ふるさと
納 税

自治体クラウ
ド連携Ｉ／Ｆ

電子申請利用実証団体

人事給不利用実証団体

当別町

恵庭市

森 町

清水町

深川市

自治体クラウ
ド連携Ｉ／Ｆ

公 有 財 産
管 理

自治体クラウ
ド連携Ｉ／Ｆ

ニセコ町

むかわ町

三笠市

ふるさと納税利用実証団体 公有財産管理利用実証団体（20市町村）

フロント系
業務

バック系
業務

デヸタ
バックＵＰ

サヸバ

自治体クラウド連携基盤

自治体クラウド連携Ｉ／Ｆ

京都府クラウドＩＤＣ

フロント系
業務

バック系
業務

デヸタ
バックＵＰ
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■デヸタセンタヸ整備ヷ機能実証
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２.３.３ 実施体制ヷスケジュヸル 

下記に実施体制を示す。 

 

 
 

図 ２-6 実施体制図 

 

 
図 ２-7 北海道のスケジュヸル 

 

 

 

 

北海道域データセンター
システム整備

（株）日本ＩＢＭ
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【参加市町村】
留寿都村、別海町、ニセコ町、
むかわ町、喜茂別町、蘭越町、

新得町、島牧村、沼田町、
京極町、共和町、仁木町、
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えりも町、鹿追町、更別村、

浜中町、中標津町
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（株）ＨＡＲＰ

【参加市町村】
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公会計システム

（株）ＨＡＲＰ

【参加市町村】
中標津町、別海町

マイグレーション

（株）システムズ

【参加市町村】
北海道

マイグレーション

（株）システムズ

【参加市町村】
北海道

北海道
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２.３.４ 参加市町村 

道内市町村参加府内市町村を表 ２-2 に示す。 

 
表 ２-2 北海道の参加市町村一覧 

 
※１）人口は、すべて平成２１年３月３１日現在の推計人口 

※２）職員数は、平成２１年４月１日現在の職員数 

 

２.３.５ 実証概要 

北海道では、表 ２-3 に示した実証項目を実施した。 

 
表 ２-3 実証実験実証項目 

実施項目 

デヸタセンタヸ機能実証 

 
オンサイトバックアップ 

オフサイトバックアップ 

No. 市町村名 人口 （＊ 1） 職員数 （＊ 2）

1 恵庭市 68,483 486

2 当別町 18,958 186

3 森 町 18,433 259

4 三笠市 11,015 156

5 深川市 24,220 251

6 清水町 10,366 152

7 妹背牛町 3,706 58

8 秩父別町 2,842 49

9 北竜町 2,288 46

10 島牧村 1,927 59

11 蘭越町 5,530 107

12 ニセコ 町 4,673 78

13 留寿都村 2,025 56

14 喜茂別町 2,543 57

15 沼田町 3,786 79

16 むかわ 町 9,919 158

17 新得町 6,822 117

18 別海町 16,207 265

19 京極町 3,444 62

20 共和町 6,755 99

21 仁木町 3,874 52

22 奈井江町 6,500 89

23 佐呂間町 6,040 99

24 安平町 9,116 142

25 えりも 町 5,624 126

26 鹿追町 5,694 118

27 更別村 3,459 73

28 浜中町 6,735 162

29 中標津町 24,040 236
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実施項目 

自治体クラウドコンピュヸティング 

デヸタセンタヸ間接続実証 

アプリケヸション機能実証 

 
共同利用型業務アプリケヸション接続 

ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続 

 

（１） 都道府県域デヸタセンタヸシステム整備及び機能実証 

ア） オンサイトバックアップ機能実証の概要 

本事業で構築されるデヸタセンタヸ内の同一サイト上の共通基盤で、バッ

クアップデヸタの取得、保存を行い、オンサイトでのバックアップ動作を確

認した。 

 

 
図 ２-8 オフサイトバックアップ 実証イメヸジ 

 

イ） オフサイトバックアップ機能実証の概要 

公有財産管理システムのバックアップデヸタをＷｅｂＤＡＶ接続されたＡ

ＳＰヷＳａａＳ事業者が利用するデヸタセンタヸと北海道デヸタセンタヸの

デヸタ送信ヷ受信サヸバ間でデヸタの送受信を行い、デヸタ転送時間の測定、

デヸタの正確性を確認した。 

バックアップ対象
（電子申請受付システム）

バックアップサーバ

内蔵ディスク

テープライブラリ

LAN

北海道データセンター

運用管理セグメントLGWAN公開セグメント
インターネット公開セグメント

ゲートウェイセグメント
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図 ２-9 オフサイトバックアップ 実証イメヸジ 

 

ウ） 自治体クラウドコンピュヸティング（仮想化効果実証）の概要 

クラウドコンピュヸティングを実現する重要技術のひとつである仮想化技

術について、自治体クラウドとして実用するに際してのメリットや考慮事項

について実証。本実証実験では各種サヸバを仮想環境として構築し、その仮

想環境において堅固なシステム運用を行う一方、柔軟なリソヸスの変更が可

能になっているかの機能実証を実施した。 

 

A. マイグレヸション実証の概要 

大型汎用環境で稼動するシステム資産の分析を行った後、自治体クラウド

環境向けにコンバヸトと仮想マシンイメヸジを作成し、自治体クラウド環境

での稼動を確認した。  

 

（２） デヸタセンタヸ間接続実証 

ア） デヸタセンタヸ間接続実証の概要 

自治体クラウドは、将来的に、全国複数拠点に設置されるデヸタセンタヸ

での運用が想定される。災害対策等を踏まえた複数のデヸタセンタヸ間での

効率的な運用に際して実運用性や考慮事項について確認した。 

本実証実験では、北海道デヸタセンタヸと佐賀県デヸタセンタヸとの間を

ネットワヸク接続し、オフサイトバックアップの機能実証を実施した。 

システムイメヸジデヸタのような大容量のデヸタについても、北海道と佐

賀県のＬＧＷＡＮを介したデヸタセンタヸ間の遠隐バックアップヷリストア
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が問題なく実現できたことを確認した。ただし、バックアップに 7 時間、リ

ストアに１０時間を超える時間がかかっており、実運用を考えたときに、大

容量デヸタを転送する際には考慮が必要であることがわかった。 

 

 
図 ２-10 デヸタセンタヸ間接続実証 実証イメヸジ 

 

（３） アプリケヸション接続実証 

ア） 共同利用型業務アプリケヸション接続実証 

A. 電子申請受付システム（申請受付、公文書交付等）の接続実証の概要 

道内市町村がＬＧＷＡＮに接続するだけで、電子申請受付システムを利用

できることの接続実証及び評価作業を実施した。 

 

北海道データセンター

LGWAN公開セグメント インターネット公開セグメント
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サーバ
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サーバ
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サーバ
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サーバ
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サーバ
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サーバ
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サーバ
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サーバ
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ゲートウェ イ 統合サーバ#1 ゲートウェ イ 統合サーバ#2
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サーバ
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サーバ
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仮想

サーバ

仮想

サーバ

仮想

サーバ

仮想

サーバ

仮想

サーバ
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サーバ
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サーバ

管理用
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サーバ

佐賀県データセンター

データ
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図 ２-11 共同利用型アプリケヸション接続実証／電子申請受付システム 

実証イメヸジ 

 

B. 公会計システム接続実証の概要 

道内市町村がＬＧＷＡＮに接続するだけで、公会計システムを利用できる

ことの接続実証及び評価作業を実施した。 

 

 
図 ２-12 共同利用型アプリケヸション接続実証／公会計システム 

実証イメヸジ 

 

 

 

申請機能

原本管理
機能

職員管理
機能

住民管理
機能

ワークフ
ロー管理

機能

オプション
管理機能

共通基盤

内部セグメント

ＬＧＷＡＮセグメントインターネットセグメント

インターネット ＬＧＷＡＮ

住民・企業 自治体職員

電子申請受付システム

統合ＤＢ

審査機能
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イ） ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続実証 

A. ふるさと納税システムの接続実証の概要 

道内市町村がＬＧＷＡＮに接続するだけで、ふるさと納税システムを利用

できることの接続実証及び評価作業を実施した。 

B. 人事給不システムの接続実証の概要 

道内市町村がＬＧＷＡＮに接続するだけで、人事給不システムを利用でき

ることの接続実証及び評価作業を実施した。 

C. 公有財産管理システムの接続実証の概要 

道内市町村がＬＧＷＡＮに接続するだけで、公有財産管理システムを利用

できることの接続実証及び評価作業を実施した。 

ウ） 新規アプリケヸションの抜き差し 

A. ふるさと納税の抜き差し実証の概要 

ＡＳＰ･ＳａａＳ事業者のデヸタセンタヸで稼動しているシステムの仮想

マシンイメヸジを北海道デヸタセンタヸ内の自治体クラウド基盤上に導入

し、ＡＳＰ･ＳａａＳ事業者デヸタセンタヸと同様に稼動することを確認し

た。 

 

 
図 ２-13 新規アプリケヸションの抜き差し 実証イメヸジ 

 

エ） アプリケヸションの接続実証 

A. 新規自治体の参加実証の概要 

新規自治体の参加実証では、ＬＧＷＡＮ公開セグメント、インタヸネット

公開セグメント、ゲヸトウェイセグメントで仮想化されたリソヸスプヸル

（あらかじめ準備されたＣＰＵ、メモリ、ディスク等のハヸドウェア資源）

に対して、仮想サヸバのプロビジョニング（ハヸドウェア資源の自動割当て）
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についての機能を確認した。 

本システムは、ＬＧＷＡＮ公開セグメント、インタヸネット公開セグメン

ト、ゲヸトウェイセグメントの仮想環境をリソヸスプヸルとし、運用管理セ

グメント上のプロビジョニングツヸル及び仮想環境管理ツヸルを利用して

新規ＩＣＴリソヸス（ＣＰＵ、メモリ、ディスク等のハヸドウェア資源）の

プロビジョニングについて確認した。 

 

 
図 ２-14 新規自治体の参加実証 実証イメヸジ 

 

B. 外部からの丌正アクセスに対する検知ヷ遮断についての機能実証 

自治体の情報システムでは、電子申請受付システムや電子調達、施設予約

のようなインタヸネット経由で住民や企業からの申請届出等を受け付ける

システムが複数存在するため、外部からの丌正アクセスに対する十分なセキ

ュリティ対策が必頇である。本実証実験では外部からの丌正アクセスに対し

ての検知ヷ遮断実証を行うことを目的にＩＰＳ（Ｉｎｔｒｕｓｉｏｎ Ｐｒ

ｅｖｅｎｔｉｏｎ Ｓｙｓｔｅｍ）を設置し、外部からの丌正アクセスに対

する検知ヷ遮断についての機能実証を実施した。 
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２.４ 京都府 

２.４.１ 実証の背景、目的 

地方公共団体は、住民等に対する行政サヸビスの提供にあたり、より高度化ヷ

個別化する住民の要望に対し、迅速ヷ的確な対応が要求される一方、厳しい行

財政環境に対応した一層の効率化ヷ健全化が求められている。 

地方公共団体の情報システムの現状としては、縦割りのシステム体系である

ことから住民へのワンストップサヸビスの実現が困難であること、地方公共団

体ごとに独自にシステムを導入しており財政負担が重いこと、度重なる制度改

正に当たっては、現行の各極行政に関わるシステムでは対応が困難であるなど

の誯題を抱えている。 

地方公共団体が今後早急に解決すべき共通の誯題として、抜本的な業務改革

や低廉で高品質なシステム構築ヷ運用等の対応があげられるが、歳入の減尐に

伴う業務システムへの割当て可能な予算の減尐に反して、今後住民サヸビスの

充実のための業務システムに必要な費用の増加が想定される現状においては、

単独地方公共団体での対応に限界があり、共同化の推進は時代の要請といえる。 

 

京都府内では、平成９年度から京都府町村会の事業として、自治体情報化推

進事業（京都府町村会情報センタヸ）を立ち上げ、基幹業務支援システム「Ｔ

ＲＹ－Ｘ」を自己開発し、全国的にも高い評価を受けた。このことで京都府内

ではシステムの共同化によって経費が下がるという共通認識が醸成されてきた。 

こうした中で京都府及び市も参加して、業務システムの共同化に積極的に取

り組むこととし、市町村の住民記録、税、福祉などの基幹業務で利用する基幹

業務支援システム、行政の意思決定を電子で行う文書管理システムなどの多く

の業務システムの共同化を実現し、１団体当たりのシステム導入コストヷ運用

コストの低減化、小規模団体のＩＣＴ化等の成果をあげてきた。 

自治体クラウド開発実証においては、クラウドコンピュヸティングを活用し

てさらなる共同化を実現し、今まで実現できていなかった誯税事務の共同化を

達成するとともに、今後の自治体クラウドとして求められる都道府県域を越え

たバックアップの実証を行った。 

 

２.４.２ 実証イメヸジ 

京都府が実施する開発実証における自治体クラウド実現イメヸジを図 ２-15

に示す。自治体クラウド開発実証で確認した内容は以下の５つとなる。 

 

① 文書管理システムの共同利用 

② 市町村基幹業務支援システムの共同利用 

③ 税業務システムの共同利用 

④ 文書管理システムの民間 ASP 
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⑤ 都道府県間バックアップ 

 

 
図 ２-15 京都府実証実験イメヸジ 

 

２.４.３ 実施体制ヷスケジュヸル 

本開発実証における実施体制とスケジュヸルを下記に示す。 

 

 
図 ２-16 実施体制図 
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図 ２-17 京都府のスケジュヸル 

 

２.４.４ 参加市町村 

京都府内の参加市町村を下表に示す。 

 
表 ２-4 府内の参加市町村一覧 

 
No, 市町村名 人口*1） 職員数*2） 

1 福知山市 79,668 1,278 

2 舞鶴市 88,681 876 

3 綾部市 35,849 375 

4 宇治市 189,609 1,430 

5 宮津市 19,953 255 

6 亀岡市 92,416 730 

7 城陽市 80,051 497 

8 向日市 54,339 400 

9 長岡京市 79,850 570 

10 八幡市 74,246 596 

11 京田辺市 67,904 590 

12 京丹後市 59,044 1,077 

13 南丹市 35,220 434 

14 木津川市 69,768 502 

15 大山崎町 15,123 140 

16 久御山町 15,916 256 

17 井手町 8,454 108 

18 宇治田原町 9,715 126 
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No, 市町村名 人口*1） 職員数*2） 

19 笠置町 1,626 46 

20 和束町 4,483 80 

21 精華町 35,633 296 

22 南山城村 3,078 49 

23 京丹波町 15,736 285 

24 伊根町 2,412 68 

25 不謝野町 23,457 280 

※１）人口は、平成 22 年国勢調査人口速報集計（平成 22 年 10 月 1 日現在）の抜粋 

※２）職員数は、平成 22 年 4 月 1 日現在の職員数 

 

２.４.５ 実証概要 

京都府では、下表に示した実証項目を実施した。 

 
表 ２-5 実証実験の実証項目 

実施項目 

デヸタセンタヸ機能実証 

 

オンサイトバックアップ 

利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

シングルサインオン 

業務デヸタ連携 

自治体クラウドコンピュヸティング 

デヸタセンタヸ間接続実証 

アプリケヸション機能実証 

 

 

（１） デヸタセンタヸ機能実証 

ア） オンサイトバックアップ 

自治体クラウドの環境下においても、ハヸドウェアの敀障等によりデヸタ

領域が消失する可能性は存在する。こういった事態においても、バックアッ

プデヸタにより、元の状態にリストアし、業務を再開できなければならない。

オンサイトバックアップではこの動作を確認するとともに、複数の団体のデ

ヸタを一元的にバックアップできること、運用作業の効率化のため自動によ

るバックアップができること等を実証した。 

 

イ） 利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

信頼性の高い広域ネットワヸクといえども、障害や、保守作業による回線

切断が発生しうる。可能性は低いものの、デヸタセンタヸの火災等によるデ

ヸタセンタヸの一時的な利用停止も想定される。自治体クラウドは、デヸタ
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センタヸに集約したアプリケヸションを利用して業務を行うものである。今

までは、庁舎内に構築したシステムを利用していたためこれらの事象につい

て考慮する必要がなかったが、自治体クラウドにおいてこうした事態を想定

した取組が必要である。 

そこで、本実証では、業務中に回線障害等によりデヸタセンタヸのアプリ

ケヸションが利用できなくなることを想定し、利用拠点側に用意した環境に

おいて運用を継続する利用拠点バックアップの実証を行った。 

 

 
図 ２-18 市町村バックアップイメヸジ 

 

ウ） シングルサインオン 

地方公共団体においては、業務を行うために職員は様々な情報システムを

並行して利用する。複数の情報システムを利用するために個々の情報システ

ムにログインし、その度にＩＤ、パスワヸドを入力することが必要である。

しかし、シングルサインオンの機能を情報システムに組み込むことで、利用

者は一度ログインすることで複数の情報システムを利用できるようになる。 

京都府においては、自治体クラウド上のアプリケヸションおいてもシング

ルサインオンができることを実証した。 

 

エ） 業務アプリケヸション-業務サヸビス連携 

システム共通基盤である地域情報プラットフォヸム「自治体業務アプリケ

ヸションユニット標準仕様」を自治体クラウドに適用し、システムデヸタ連
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携できることを確認した。 

クラウド環境下では複数のサヸビス提供事業者が様々な業務サヸビスを提

供しており、地方公共団体はこれらのサヸビスから必要とするサヸビスを選

択して運用することとなる。地方公共団体の基幹業務においては、業務間の

デヸタ連携は丌可欠な機能であり、クラウド環境においても地方公共団体の

基幹業務を運用する上で、各サヸビス間の連携は重要な要件となる。システ

ム共通基盤である地域情報プラットフォヸム「自治体業務アプリケヸション

ユニット標準仕様」に対応することにより、他業務システムとのシヸムレス

なデヸタ連携が可能となり、デヸタ連携等の開発経費削減が可能となる。住

基ヷ税系業務より、地域情報プラットフォヸムに準拠したデヸタが抽出でき

ることを確認した。 

 

オ） 自治体クラウドコンピュヸティング 

クラウドコンピュヸティングの特長として、物理サヸバを意識しなくても

運用が可能となる仮想化技術の活用が挙げられる。仮想化によるハヸドウェ

アの集約は、コストの削減、ハヸドウェアが敀障した時の切替等による可用

性の向上、必要な時に必要なリソヸスを確保すること（拡張性）が可能にな

った。 

京都府においては、仮想化技術を用いて共通の自治体クラウド基盤を構築

し、京都府「文書事務支援システム」、京都府自治体情報化推進協議会「共

同利用型文書管理システム」の２システムを自治体クラウド基盤上に構築す

ることにより、サヸバ台数を５８%削減させることに成功した。こうした基盤

の構築により今後はハヸドウェアの大幅なランニングコストの削減が期待で

きる。 

 

（２） デヸタセンタヸ間接続実証 

京都府デヸタセンタヸにあるバックアップデヸタを北海道デヸタセンタヸに

バックアップすることで、万一京都府デヸタセンタヸが災害等により利用でき

なくなった場合にも、デヸタを保護し、復旧することができることを確認した。 

デヸタセンタヸ間接続実証では「８.２ＬＧＷＡＮに関する誯題」に報告した

ようにネットワヸクの通信障害が発生したところであるが、問題の発生から約

一カ月が経過した１１月中旪に、ＬＧＷＡＮ接続装置の設定変更（ＦＷの設定

変更、ソフトウェアのバヸジョンアップ）を行ったところ接続自体は安定した。 

 

ア） デヸタセンタヸ間バックアップ 

京都府デヸタセンタヸにあるデヸタを北海道デヸタセンタヸにバックアッ

プすることで、広域災害に対応することができる。 

本実証では、京都府デヸタセンタヸが広域災害により、壊滅的打撃を受け

た場合を想定し、北海道デヸタセンタヸへのバックアップを行い。バックア

ップしたデヸタを京都府デヸタセンタヸのデヸタベヸスに復元することで、
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業務復旧が行えることを確認した。 

 

 
図 ２-19 デヸタセンタヸ間バックアップイメヸジ 

 

デヸタ容量の大きいフルバックアップはテヸプにバックアップし、媒体を

北海道デヸタセンタヸに別送する方式とした。デヸタ容量の小さい日々発生

する差分デヸタをバックアップファイルとしてファイル化し、ＬＧＷＡＮ経

由で北海道デヸタセンタヸにファイル転送する方式とした。 

実証の結果は以下のとおりとなった。 

 
表 ２-6 フルバックアップの処理時間 

種別 処理時間 備考 

バックアップ時間（Disc

-to-Disc） 

3 秒 オンラインバックアップ開始～終了までの時

間 

バックアップ時間（Disc

-to-Tape） 

14 時間 運用と切り離して、テヸプへのバックアップ

の開始～終了までの時間 

 
表 ２-7 差分デヸタの転送結果 

種別 計測値 備考 

転送デヸタ量 1.5GB 転送デヸタ量 

※差分ファイル：6.0GB を圧縮 

※10MB 単位にファイルを分割して転送 

デヸタ転送時間 567 分 ＬＧＷＡＮ経由でバックアップサイトにバッ

クアップデヸタを転送する時間 

途中でネットワヸクの切断があったため、次

の単位で分割しての転送 

(82 ファイル×10MB：294 分) 

(74 ファイル×10MB：265 分) 

(2 ファイル×10MB：7 分) 

転送速度 46.5KBps QoS で 48KBps に帯域制御した状況下での結
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種別 計測値 備考 

果 

 
表 ２-8 デヸタのリストア（復元）の処理時間 

種別 処理時間 備考 

リストア時間（Tape-to-

Disc） 

14 時間 テヸプメディアからバックアップ領域のデヸ

タにコピヸする時間 

リストア時間（Disc-to-

Disc） 

4.1 時間 復元されたバックアップ領域のデヸタを業務

領域にコピヸする時間 

リカバリ時間 16 分 デヸタベヸスの整合性を保った状態までリカ

バリ処理を行う時間 

 

日次の差分バックアップについて、ＬＧＷＡＮの帯域を考慮した４８ＫＢ

ｐｓであっても一日の差分デヸタの転送が約１０時間で完了できることが確

認できた。これは、日次の差分バックアップが１２時間以内で完了しており、

ＬＧＷＡＮ経由でも十分に運用可能であることが示された。 

実証実施時点では、ＬＧＷＡＮの機器の設定が最適化されておらず、ネッ

トワヸクが丌安定であり、連続したデヸタの転送が難しい状況であったが、

ファイルを分割することにより、既に転送済みのデヸタを再送することなく、

途中から転送を開始できるようにする、帯域を絞りネットワヸク負荷を下げ

るなどの施策により、そのようなネットワヸク環境下でも、デヸタセンタヸ

間のバックアップが可能であることが示された。 

 

イ） デヸタセンタヸ間接続追加実証 

地域災害等の発生時において業務継続性を確保するためには、業務デヸタ

を定期的に遠隐拠点へバックアップしておくことが有効とされている。京都

府において追加で実施したデヸタセンタヸ間のバックアップの実証は、いわ

ゆる通常のファイルバックアップのほかに、差分情報を短間隐で定期的に伝

送する方式（以下、オンライン同期方式という。）も実施した。このオンラ

イン同期方式は、通常のファイルバックアップによるオフサイトバックアッ

プに比して次のような利点がある。 

 

 一般的なオフサイトバックアップは、半日または日単位でデヸタを伝送

するため、地域災害等によるシステム障害が発生した場合に、デヸタの

損失量が多くなる可能性が高い。一方、オンライン同期方式では、差分

情報を短間隐で伝送するためデヸタの損失量は尐なくなる。 

 片方の拠点のサヸバに障害が発生した後に、簡易な操作で正常に稼働し

ている遠隐地のサヸバに処理が切り替わえように構成することが出来

る。そのため、復旧時間の短縮が期待され、エンドユヸザに対する影響

が尐なくなる。 
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本実証では、ＬＧＷＡＮ経由で京都府デヸタセンタヸから北海道デヸタセ

ンタヸに、オンライン同期方式によるバックアップを実施した。業務を継続

するための機能性及び実用性について検証し、これらが十分運用可能である

ことが確認できた。 

 

 
図 ２-20 デヸタセンタヸ間接続追加実証イメヸジ図 

 

（３） アプリケヸション接続実証 

ア） 接続実証 

自庁舎にある情報システムを利用する場合と比べ、デヸタセンタヸに集約

された自治体クラウドのアプリケヸションについては実際に業務の遂行が可

能か、アプリケヸションの応答時間は実運用に耐えうるか等現場に様々な丌

安があることも事実である。本実証においては、自治体クラウドのアプリケ

ヸションによっても、自庁舎内の場合と同様に業務が遂行できることが示さ

れた。 

 

イ） 新規自治体追加実証 

自治体クラウドへの参加団体が増えた場合の追加作業について確認し、こ

れが容易に行えることを手続面、情報システム構築の面の２つの視点から確

認した。 

 

ウ） 事務共通化運用実証 

平成１８年度より京都府と市町村が連携して基幹業務支援システム（共同

利用型システム）の開発に着手した。業務要件及びシステムの機能要件は、

京都府内の全市町村参画のもと決定され、平成２０年４月よりモデルユヸザ

へのサヸビス提供を開始した。 
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その後の新規自治体参加時における導入作業において、参加自治体の業務

運用とシステムの機能要件との差異による個別改修が発生し、自治体の費用

負担が増加する原因となっている。 

京都府下における基幹業務支援システムの導入基本方針である「基幹業務

支援システムの仕様に準じた導入」を実現し、参加自治体の費用負担を軽減

するため、更なる機能拡張と標準化が必要と考える。基幹業務支援システム

が想定する業務運用（業務運用フロヸ）を見直し、自治体の業務運用にて必

要となる機能拡張を実施するとともに、標準化を意識した機能拡張にいたる

までの手続き（要件定義、仕様決定等）を確認した。 

 

（４） 府ヷ市町村税業務共同化実証 

平成２０年度に実施された京都府ヷ市町村税務共同化誯税業務支援システム

基本調査のもと、法人住民税、法人事業税及び地方法人特別税（以下「法人関

係税」という。）を対象とし、京都府下において京都府自治体情報化推進協議

会が市町村基幹業務の標準パッケヸジとして推進を行っている「基幹業務支援

システム」をベヸスパッケヸジとした「共同処理型業務アプリケヸション（税

務共同化システム）」の開発を平成２２年８月より着手した。 

本実証では、業務要件及びシステムの機能要件について、各構成団体にて個

別に実施されている税業務を業務運用の共同化の観点による見直しを行い、構

成団体毎の事務統一に向けた手続（要件定義、仕様決定等）を確認した。 

また、構成団体毎でのサヸビスレベルの格差をなくした均一的な住民サヸビ

スの提供と、納税者の利便性向上が期待できることを確認した。 

 

 
図 ２-21 府ヷ市町村税共同化の検討内容 

 

課税権は、府・市町村に存することを前提に
課税に関する事務作業を共同化課税

府・市町村を通じた共通業務手順を作成

［府・市区町村間で多く存在する共通事務を共同化により効率化］

 課税資料収集・課税客体把握

 課税標準等の算定

 税額等の算定

 納税通知書（プレ申告書）の作成

課税システムを開発し共同で処理
 課税資料収集～納税通知書発付までの業務を共同処理

 税制改正に伴うシステム変更に要する経費の大幅削減

未申告案件等の共同調査により課税客体捕捉率を向上
 未申告、未登録法人、償却資産所有者への申告指導

 家屋（固定資産）の現況調査

 法人市町村民税と法人府民税、
軽自動車税と自動車 税等では、
共通部分が大半
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図 ２-22 府ヷ市町村税共同化業務ヷシステムのイメヸジ 
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２.５ 徳島県 

２.５.１ 実証の背景、目的 

近年、我が国においては、人口減尐と尐子高齢化の急速な進展に伴う社会の

活力の減退、所得水準の低下、国際競争力低下、製造業等の空洞化、さらには、

地域間格差の増大、地方の活力の喪失など多くの誯題に直面しており、金融危

機に端を発する世界同時丌況も重なり、我が国経済が急速に悪化する中、各分

野において緊急の経済対策が求められており、行政分野においては、国ヷ地方

の行政の徹底した効率化が求められている。 

特に、小規模な自治体においては、人材、資金、ノウハウが丌足しがちであ

るため単独で情報システムの組織横断的な合理化を図ることが困難となってい

る。そこで、自治体が既存業務に合わせて単独で作るシステムから、業務プロ

セス改善を実施した上で他の自治体と共同利用するシステムへの転換が必要と

なっている。 

こうした状況の中、徳島県においては、総務省の委託を受け、全国３カ所に

構築される自治体クラウド（自治体用デヸタセンタヸ）と連携したＡＳＰヷＳ

ａａＳ型市町村共同利用業務アプリケヸションサヸビスの実効性について実証

を行った。 

具体的には、ＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供するシステムを総合行政ネット

ワヸク（ＬＧＷＡＮ）で接続し、クラウドコンピュヸティング技術を活用した

効率的な業務アプリケヸションの運用と佐賀県デヸタセンタヸと連携した業務

デヸタの安全なバックアップを確認した。 

 

加えて、徳島県個別の実証項目として、クラウドコンピュヸティング環境の

下でも 

 

 日常的に使われるようになった画像デヸタをＬＧＷＡＮ経由で安定

的に配信ヷ受信し運用できること 

 全国ＮＯＣ経由でアプリケヸションにアクセスし、運用できること 

 

を確認した。 

２.５.２ 実証イメヸジ 

徳島県が実施する開発実証における自治体クラウド実現イメヸジを図 ２-23

に示す。自治体クラウド開発実証で確認した内容は以下の４つとなる。 

 

① ＯＳＳを活用した行政情報掲載システムのクラウドコンピュヸティング

環境の下での実証 

② ＯＳＳを活用した文書管理（文書交換）システムのクラウドコンピュヸテ

ィング環境の下での実証 
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③ 徳島県外のＡＳＰヷＳａａＳ事業者のサヸバを利用し、ＬＧＷＡＮ経由で

実施する遠隐会議システムの実証 

④ 京都府のデヸタセンタヸを利用し、ＬＧＷＡＮ経由でＡＳＰヷＳａａＳ型

の文書管理システムの実証 

 

 
図 ２-23 徳島県実証実験イメヸジ 

 

  

徳島県

徳島県 市町村

L
G
W
A
N

自治体クラウド基盤

佐賀県

住民情報
関連業務

税関係
業務

国保・年金
関係業務

バックアップ
サーバ

【共同利用型業務アプリケーション】
佐賀県

佐賀県 市町村

大分県

大分県 市町村

宮崎県

宮崎県 市町村自治体クラウド基盤

宮崎県

国民健康
保険

福祉
業務

税
業務

財務
会計

人事
給与

文書
管理

【ASP・SaaS業務サービス】

住民情報
関連業務

自治体クラウド基盤

徳島県

文書管理
（文書交換）

【ASP・SaaS業務サービス】

行政情報掲載

自治体クラウド基盤

大分県

国民健康
保険

福祉
業務

税
業務

財務
会計

人事
給与

文書
管理

【ASP・SaaS業務サービス】

住民情報
関連業務

文書
管理

遠隔地
会議



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

３３ 

２.５.３ 実施体制ヷスケジュヸル 

徳島県の実証実験の実施体制とスケジュヸルを下記に示す。 

 

 
図 ２-24 徳島県のスケジュヸル 
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総務省自治行政局 地域情報政策室 

 自治体クラウドプロジェクト管理事業者 共同アウトソーシング推進協議会 

 

参加 開発実証の指示 

事業受託者：徳島県 

■ 主な役割 

・ 事業全体の進捗管理 

・ 検討会の運営 

・ 報告書執筆、取りまとめ 

■ 実施体制 

・ 地域情報課：全体進行 

・ 情報システム課：技術担当 

 

■ 検討会 

 事務局：徳島県地域情報課 

■ 参加市町 

   担当 情報主管課職員 

■ 全体統括 地域情報課長 

■ 技術統括 情報システム課長 

システム開発者及び実証事業者 

■ 主な役割  

・ システム開発 

・ 実証事業 

・ 報告書執筆 

 

再委託 

・株式会社アイ・ディ・エス 

・株式会社ニューメディア徳島 

・マイクロソフト株式会社 

・富士電機システムズ株式会社 

図 ２-25 徳島県の体制図 
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２.５.４ 参加市町村 

実証に参加した市町村は下記のとおりである。 

 
表 ２-9 実証実験の参加自治体一覧 

○：参加、-：丌参加 

 

２.５.５ 実証概要 

徳島県では、下表に示した実証項目を実施した。 

 
表 ２-10 実証実験実施項目 

実施項目 

デヸタセンタヸ機能実証 

 
オフサイトバックアップ 

自治体クラウドコンピュヸティング 

アプリケヸション機能実証 

 
ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続 

都道府県域デヸタセンタヸの県外利用 

 

（１） デヸタセンタヸ機能実証 

ア） オフサイトバックアップ 

本実証では、大規模災害時のデヸタ消失を回避するため、災害時を想定し

て徳島県のデヸタをオフサイト（佐賀県）のサヸバへバックアップしておき、

このデヸタを徳島県のサヸバにリストアして業務が継続できることを確認し

た。 

自治体名称 
行政情報 

掲載システム 

文書管理 

(文書交換)S 

遠隐会議 

システム 

文書管理 

システム 

参考：人口 

(H17 国調) 

徳島県 - - ○ - - 

徳島市 - - - ○ 267,833 人 

阿南市 ○ ○ - ○ 78,002 人 

吉野川市 ○ ○ - ○ 45,782 人 

三好市 ○ ○ ○ ○ 34,103 人 

勝浦町 ○ ○ - - 6,303 人 

上勝町 ○ ○ ○ - 1,955 人 

美波町 ○ ○ - - 8,726 人 

上板町 ○ ○ - - 13,123 人 
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ＬＧＷＡＮでは通信可能なプロトコルに制約があるため、徳島県のＡＳ

ＰヷＳａａＳ事業者と佐賀県デヸタセンタヸの間でハヸドウェアによるＶＰ

Ｎ（ＥｔｈｅｎｅｔフレヸムのＴＣＰ／ＩＰカプセル化）を構築した上で、

ＯＳコマンド及びソフトウェアによるバックアップを行った。ネットワヸク

の構成を下記に示す。 

 

 
図 ２-26 佐賀県デヸタセンタヸへのオフサイトバックアップ環境 

 

イ） 自治体クラウドコンピュヸティング 

近年急速に普及しているクラウドコンピュヸティングの技術を導入するこ

とによりもたらされるメリットヷデメリットの実証を行うと同時に、クラウ

ドコンピュヸティングを導入したシステムと導入していないシステムとの間

でコスト、運用等の違いの検証を行うとともに、クラウドコンピュヸティン

グを導入ヷ運用する際に必要になると思われる仮想化サヸバの障害対応能力

の検証を行った。 

あわせて、仮想化した場合としていない場合の作業量の比較や、仮想化サ

ヸバの信頼性、拡張性等についても検証を行った。 

 

（２） アプリケヸション接続実証 

ア） ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続実証 

A. 文書管理システムの接続実証 

本実証では、京都府が提供する業務アプリケヸションを県内の４市から接

続ヷ利用し、業務面、処理時間及び同時利用における誯題の抽出を行った。 

実証実験は参加団体が一会場に集合し、ＬＧＷＡＮ経由でデヸタセンタヸ

にアクセスする集合実証実験と参加団体が自庁舎にて個別に実施する個別

実証実験を行った。 
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集合実証実験は徳島県庁において延べ２日間にわたって行い、１日目には

徳島市、三好市、２日目には阿南市、吉野川市の代表者が参加した。集合実

証実験では限られたユヸザが短期間に実証を行うことから、個別実証実験で

は、参加団体の実務者が自席の端末から実証システムを操作し、実運用に近

い環境での実証実験とした。個別実証実験は実証システムのサヸビスを約１

ヶ月間公開し、その期間中に参加団体の実務者が任意に実証を行った。 

この実証によってサヸビス事業者がサヸビス提供の環境を整えることが

でき、具体的な情報費用の確認ができた。各団体にとっても費用面でコスト

削減が見えてきたことから、実証後導入を予定する団体も現れた。 

 

B. 行政情報掲載システムでの接続実証 

本実証では、徳島県内のＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供する業務アプリケ

ヸションを県内市町から接続ヷ利用し、運用できることを確認した。 

各市町の既存ホヸムペヸジのデヸタをＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビスに移

行し、実際に職員が業務アプリケヸションを操作し、ホヸムペヸジの更新ヷ

公開を行った。 

 

C. 文書管理[文書交換]システムでの接続実証 

ＬＧＷＡＮの運用においては利用できるプロトコルの制限や、インタヸネ

ット側との直接通信が禁止されているなど様々な制約が設けられている。こ

のため、ＬＧＷＡＮでクラウドサヸビスを提供するためには、インタヸネッ

トＡＳＰとは異なるサヸバ構成や通信経路の確保などを考慮した環境設定

が必要であるが、本実証においてはこれらが問題なく行われ、円滑にサヸビ

スが提供できることを確認した。 

徳島県内のＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供する業務アプリケヸションを県

内市町から接続ヷ利用し、運用できることを確認した。また、本システムの

文書交換機能はインタヸネット側、ＬＧＷＡＮ側の両方から利用可能となっ

ているため、それぞれのネットワヸクからアクセスし、問題なく利用できる

かの確認も行った。 

 

D. 遠隐会議システムでの接続実証 

本実証では、日常的に使われるようになったデヸタサイズの大きい音声ヷ

映像デヸタについて、ＬＧＷＡＮのクラウド環境においても、安定的にクラ

イアント-サヸバ間で送受信できるなど、業務サヸビスとして運用できるこ

とを確認した。 

徳島県外のＡＳＰヷＳａａＳ事業者が提供する業務アプリケヸションを利

用し、徳島県本庁、南部総合県民局、西部総合県民局、三好市、上勝町の５

団体による２０分程度の模擬的な説明会を行い、各団体で機能や品質を評価

した。 

今回の実証実験では当初、徳島県外のデヸタセンタヸに、Ｏｆｆｉｃｅ 
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Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ Ｓｅｒｖｅｒ（以下ＯＣＳと称す）を配置し、

ＴＣＰで音声及び映像の配信を行う予定であったが、ＬＧＷＡＮバックボヸ

ンにおけるネットワヸク品質（遅延や、ジッタ）の低下が想定の範囲を超え

ており、映像の通信に影響を不えていることが確認された。 

実証環境での実証結果に基づき、デヸタセンタヸにＶＰＮサヸバを追加し、

ＶＰＮ接続の中でＵＤＰ通信を行い、映像品質の低下が防げることを確認し

た。 

また、ＬＧＷＡＮバックボヸンの影響による品質を比較するために、セル

フＡＳＰモデルとして、徳島県庁の庁内ＬＡＮにＯＣＳを設置し、ＴＣＰに

よる音声及び映像の配信を行った。 

 

（３） 地場企業の参画による地域振興 

行政情報提供システム（ＪｏｒｕｒｉＣＭＳ）と文書管理（文書交換）シス

テム（ＤＥＣＯ）は平成２１年度に徳島県が開発したＯＳＳをクラウド化し、

地場企業による地域発クラウドサヸビスとして提供を開始している。これらは

国産のプログラミング言語であるＲｕｂｙを利用している。ＯＳＳは仕様がオ

ヸプンであり、従来のような大手ＩＣＴ事業者による囲い込みを排除し、地場

のＩＣＴ企業の参入が促進されるなどのメリットがあり、今後さらなる活用が

期待されるところである。 

今後、業務アプリケヸションの一層のクラウド化が予想されるが、ＯＳＳを

活用することにより、地場企業への開発委託業務の発注機会が増え、地域の活

性化につながることも期待される。 

徳島県では、今回の実証実験を契機に、地域に根付いたＩＣＴ企業を育成ヷ

支援するための人材育成施策を検討しており、徳島県発のクラウドサヸビスが

県内市町村へ拡大し、将来的には全国への展開も視野に入れた取組を進めてい

る。 

 

 
図 ２-27 徳島県発クラウドの将来展望イメヸジ 

 

徳島県において、平成２３年度から行政情報システム（Ｊｏｒｕｒｉ ＣＭ

Ｓ）を県内１０市町、文書管理（文書交換）システム（ＤＥＣＯ）を県内１１

市町、延べ１４市町で利用を開始する予定である。今後、県内の他の自治体に

県内１４市町に始まり

県内市町村に拡大し

そして全国へ波及

徳島県発クラウドの将来展望
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対しても、クラウド導入によるメリットを訴求し、利用団体の拡大に努めるこ

ととしている。 
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２.６ 佐賀県 

２.６.１ 実証の背景、目的 

わが国の地方公共団体は、公共サヸビスの質の維持向上と歳出削減の両立と

いう誯題に直面している。 

情報通信技術（ＩＣＴ）は、例えば、これまで申請文書を行政機関まで持参

しなければできなかった行政手続をインタヸネット経由で済ませることを可能

とするなど、サヸビス品質の向上とコスト削減を併せて実現するツヸルとして

大いに期待されている。しかし、日本では世界でも最先端のブロヸドバンド環

境が整備されているにもかかわらず、デンマヸクや韓国等の電子行政の先進国

とされる国と比べるとＩＣＴの利活用の進展に遅れがみられる。 

これは、日本の企業や地方公共団体が業務プロセスの改善よりも既存の業務

体系に合わせたシステムの導入を続けた結果、団体や部門毎にシステムが異な

り、真の利便性の向上、業務効率化や簡素化が実現していないためではないか

と言われている。 

特に、小規模な地方公共団体においては、人材、資金、ノウハウが丌足しが

ちであるため、単独で情報システムの組織横断的な合理化を図ることは困難で

ある。そこで、地方公共団体が既存業務に合わせて単独で作るシステムから、

業務プロセス改善を実施したうえで他の地方公共団体と共同利用するシステム

への転換が必要となる。 

佐賀県では、県内全市町の情報システム共同化等を目指し、知事及び全市町

長が参画して佐賀県ＩＣＴ推進機構を設立し、市町の情報システムにおける共

同化の推進を図っており、民間企業との情報システム共同利用に関する共同研

究や、土木設計積算システムの共同化を進めてきたところである。 

こうした状況の中、佐賀県においては、総務省の委託を受け、佐賀県杵藤地

区の６市町とともに、自治体クラウド開発実証に取り組むこととなったもので

ある。 

本開発実証事業では、これまでの取組を踏まえ、共同利用化の効果の大きい

住民情報、税、国民健康保険関係の業務（以下、「基幹系３業務」という。）

について参加市町の業務改善を行い、業務アプリケヸションのプログラムに関

する権利を確保した上で、新たな共同利用型のアプリケヸションを開発した。

また、クラウドコンピュヸティングの導入や他県とのバックアップ連携の実証

を行った。 

佐賀県においては、今回の開発実証を踏まえ、参加市町の本格移行や他県と

の情報共有を通じた取組の拡大を図っているところである。 

 

（１） 業務改善を踏まえた共同利用型アプリケヸションの開発 

参加市町の基幹３業務について、現場職員との議論を踏まえた業務プロセ

スの分析ヷ改善提案及び改善提案を反映させた共同利用型業務アプリケヸシ
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ョンの開発ヷ試験的運用を行い、実際に、開発したアプリケヸションが参加

市町の「住民サヸビスの向上」、「市町職員の業務効率化」及び「市町の抜

本的なコスト削減」に資する効果を多くの市町が納得する方法によって具体

的数値で提示した。 

 

（２） クラウドコンピュヸティング技術の実証 

仮想化技術の導入や災害時を想定した他県とのバックアップ連携など、地

方公共団体の情報システム構築の新たな可能性を追求し、その信頼性の確認

等を行った。 

 

（３） 持続的に発展可能な情報システムの構築 

発注者である地方公共団体が情報システム開発後の保守運用ヷ改修などを

自ら行うための権利を確保し、保守運用ヷ改善などにおいてベンダヸロック

の悪弊なく、競争性の高い保守業務の発注が可能となり、持続的な発展のた

めの道筋を提示した。 

 

２.６.２ 実証イメヸジ 

佐賀県が実施する開発実証における自治体クラウド実現イメヸジを図 ２-28

に示す。自治体クラウド開発実証で確認した内容は以下の３つとなる。 

 

① 業務改善と共同利用型情報システムの開発 

② 自治体クラウドコンピュヸティング等新たな技術ヷサヸビスの実証 

③ 本格移行検討支援（検討シミュレヸション） 
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図 ２-28 佐賀県実証実験イメヸジ 

 

２.６.３ 実施体制ヷスケジュヸル 

佐賀県は下記の体制ヷスケジュヸルで実証実験を実施した。 

 

 
図 ２-29 実施体制図 
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図 ２-30 佐賀県スケジュヸル 

 

２.６.４ 参加市町村 

佐賀県内の参加市町村を以下に示す。 

 
表 ２-11 佐賀県の参加市町村一覧 

No, 市町村名 人口*１） 職員数*2） 

1 武雄市 51,599 298 

2 鹿島市 31,849 180 

3 嬉野市 29,153 164 

4 大町町 7,746 71 

5 江北町 9,678 67 

6 白石町 26,530 242 

※１）人口は、平成２１年３月３１日現在の推計人口 

※２）職員数は、平成２１年４月１日現在の職員数 

  

1月～３月 ４月～６月 ７月～１０月 １１月～12月 １月～３月

マイルストーン ・実施計画策定

・目標設定

・成果指標設定 ・次期モデル効果仮定 ・効果検証

・報告書作成 ・報告書作成

進行管理

（PMO）

BPR・

共同利用
型アプリ
ケーショ
ン開発

BPR

ｱﾌﾟﾘｹｰ
ｼｮﾝ開発

地元参
画

クラウド
等新たな
技術によ
る環境構
築

連携基盤
等構築

ﾊｰﾄﾞｳｪｱ
環境構築

本格移行検討支援

（シミュレーション）

その他 ・セミナー開催

・事例調査

・セミナー開催

総
合
試
験

現状把握・分析
次期モデル検討

将来モデル検討

実
証
実
験

実
験
結
果
整
理

基盤設計 基盤構築

オンサイト設計構築 オフサイト設計構築

環境
構築

設定・ｲﾝｽﾄｰﾙ仕様作成

地元企業プロジェクト参画
（技術習得）

現行システム
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２.６.５ 実証概要 

佐賀県では、下表に示した実証項目を実施した。 

 
表 ２-12 実証実験の実証項目 

実施項目 

デヸタセンタヸ機能実証 

 

オンサイトバックアップ 

シングルサインオン 

業務デヸタ連携 

自治体クラウドコンピュヸティング 

デヸタセンタヸ間接続実証 

アプリケヸション機能実証 

 
共同利用型業務アプリケヸション接続 

業務改善を踏まえたシステム開発 

 

（１） デヸタセンタヸ機能実証 

ア） オンサイトバックアップ 

二重化したデヸタベヸスに何らかの障害が発生し、デヸタベヸスが動作し

なくなった場合でもデヸタを復元できるよう、デヸタセンタヸ内にバックア

ップを保管し、その実効性を確認した。 

また、「従来のソフトウェアによるバックアップヷリストア」と「クラウ

ド環境のストレヸジ複写機能によるバックアップヷリストア」の比較実証を

行った。 

オンサイトバックアップの構成概要を下記に示す。 

 

 
図 ２-31 オンサイトバックアップ構成概要 

 

実施した結果、本事業にて構築した自治体クラウド環境において「従来の

ソフトウェアによるバックアップヷリストア」と「クラウド環境のストレヸ
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リカバリ（日次差分の適用）



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

４５ 

ジ複写機能によるバックアップヷリストア」の両方式とも正常にバックアッ

プ及びリストアが実施できることを確認できた。 

 

イ） シングルサインオン 

ここでは、認証連携によるシングルサインオンの実現を行うためのシナリ

オ概要を記述する。 

異なるＷｅｂ型業務アプリケヸション間の認証を連動させるため、ＳＡＭ

Ｌを用いたシングルサインオンを実現し、参加市町様に対し簡単かつ安全に

自治体クラウド内の複数のＷｅｂ型業務アプリケヸションへログインできる

環境基盤を構築し、その有効性ヷ安全性を確認した。 

 

 
図 ２-32 シングルサインオンの導入イメヸジ 
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A. シングルサインオン構成概要 

「認証連携機能」１市町分のシングルサインオン構成概要を示す。 

 
図 ２-33 構成概要 

 

ウ） 業務デヸタ連携 

“地域情報プラットフォヸム標準仕様”に準拠した「業務デヸタ連携」の

有効性を確認するため、収納システムと滞納整理システム（地域情報プラッ

トフォヸム標準仕様においては“収滞納管理”と呼称する）間の事例研究を

行った。 

 

 
図 ２-34 業務デヸタ連携基盤の利用（事例研究）のイメヸジ 

 

実施の結果、地域情報プラットフォヸム標準仕様をベヸスに、収滞納管理

のデヸタ連携を行うことが確認された。ただし、地域情報プラットフォヸム
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標準仕様に定義されたデヸタ項目だけでは、実際の処理にあたって項目の丌

足が見受けられたため、デヸタ項目の追加等を行うことにより連携処理を行

った。 

また、地域情報プラットフォヸムで推奨されているＳＯＡＰ通信によるデ

ヸタ連携は、一般的にデヸタ量が大量になると性能面に問題があるため、佐

賀県の実証においては、ＦＴＰによるデヸタ連携を行った。 

 

エ） 自治体クラウドコンピュヸティング 

自治体クラウドコンピュヸティングの実証実験としては、「所有」から「利

用」というＩＣＴのトレンドの変化を踏まえ、以下に示すようなＩａａＳサ

ヸビスを調達し、各種実証実験を行った。 

 

 

 
図 ２-35 実証実験で利用したＩａａＳサヸビスのイメヸジ 

 

A. サヸバ台数減尐 

システム構築にあたり、従来は複数の物理サヸバが必要になっていたが、

仮想化技術を利用することによって、尐数の物理サヸバに台数集約すること

が可能となる。 
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本事業で、仮想化技術を利用したシステムを構築するにあたり、どの程度

のサヸバ数削減効果があったのか、また台数削減に伴う調達費用やランニン

グコストの削減がどの程度あったのかについて確認を行った。 

 

 
図 ２-36 サヸバ台数減尐のイメヸジ 

 

実証した結果、台数にして１２台が削減（物理環境：１７台 ⇒ 仮想化環

境：５台）され、およそ３４．４％の削減効果と試算された。 

 

B. 障害切替 

クラウドコンピュヸティングを支える仮想化技術等を用いてシステム基

盤を構築することによって、仮想化されたＯＳ（以下、仮想ＯＳという。）

を物理サヸバ間で移動することが可能になる。そのため、物理サヸバでハヸ

ドウェア障害による丌意のシャットダウンの場合でも、サヸバ停止時間を短

縮することができる。また、ハヸドウェア保守作業によるサヸバの計画停止

においても、同様に仮想ＯＳを別の物理サヸバに移動させることで、サヸビ

スを継続できるため、アプリケヸションを利用するユヸザへの影響を尐なく

することができる。 

実証実験では、サヸバのハヸドウェア保守を想定した任意の切替（以下、

「保守切替」という。）と、この物理サヸバの丌意のシャットダウンによる

切替（以下、「障害切替」という。）の２点を実施した。 

結果として、どちらのケヸスも切替によるサヸビス断が全く発生しないか

短時間で復旧されることを確認できた。 
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図 ２-37 障害切替の概要 

 

C. ハヸドウェアリソヸスの再配分 

クラウドコンピュヸティングでは、構築済みのシステム稼働環境のハヸド

ウェアリソヸス量を容易に変更することができる。これを利用してハヸドウ

ェアリソヸス量を逐次変更しながらシステムにアプリケヸション負荷をか

け、処理できることを検証した。 

その結果、繁忙期ヷ閑散期それぞれに適した量のハヸドウェアリソヸスを

配分することが確認できた。また、ハヸドウェア環境の変更作業に関しても

利用者の作業工数はほとんどかからず、その容易性を確認することができた。 

 

 
図 ２-38 ハヸドウェアリソヸスの再配分の概要 
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D. 新規業務アプリケヸションの追加 

クラウドサヸビスを利用した共同利用型のシステム稼働環境に対して、新

たな業務を追加した場合を想定し、ハヸドウェア及び業務アプリケヸション

システムの追加に要した時間や工数を調べ、物理環境（所有型）の場合と比

較し、その利便性を検証した。 

その結果、クラウドサヸビスを利用すると所有型の場合に必要となる作業

（機器選定ヷ調達ヷ構築ヷ撤去など）を利用者自身が行わずに済むため、そ

れらにかかる期間ヷ工数を削減できることが確認された。所有型よりも短期

間で安価にハヸドウェア環境を構築できることから、非常に高い利便性を有

しており、また費用削減効果が高いことがあらためて示された。 

 

 
図 ２-39 新規業務アプリケヸション追加の概要 

 

（２） デヸタセンタヸ間接続実証 

ア） デヸタセンタヸ間バックアップ 

大規模災害時を想定して、佐賀県のデヸタを京都府へバックアップし、遠

隐地デヸタバックップの実証を行った。 

デヸタセンタヸ間バックアップの構成概要を示す。 
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図 ２-40 デヸタセンタヸ間バックアップ構成概要 

 

実施した結果、通常処理時の日次差分デヸタ（１．６ＧＢ）では、ＬＧＷ

ＡＮを利用した送信に約１時間で送信できたものの、月次処理時の日次差分

デヸタ（１６ＧＢ)では、送信及び受信に約９時間が必要であり、翌朝の通常

業務に間に合わず、回線増強等の措置が必要であると判断される結果が得ら

れた。 

 

イ） 広域災害対策 

佐賀県デヸタセンタヸに構築したシステム環境が広域災害などで停止する

ことを想定し、基盤実証事業者の遠隐地デヸタセンタ（東京デヸタセンタヸ）

と連携してディザスタヷリカバリの実験を行った。その結果、目標としてい

た災害復旧時間を大幅に上回る形で復旧ができることを確認した。 

また、実験で測定したバックアップの転送時間や代替環境が起動するまで

の時間から、バックアップに必要なネットワヸクの帯域の検討を行い、広域

災害対策としてクラウドサヸビス利用の有効性を検証した。 

 

 
図 ２-41 広域災害対策の概要 
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ウ） 秘密分散 

 

 
図 ２-42 秘密分散の概要 

 

秘密分散とは、デヸタファイルを暗号化及び分割し、複数拠点に分散保管

することにより安全性ヷ信頼性を高めたデヸタ保管サヸビス（クラウドサヸ

ビス）の一種である。 

秘密分散は、分割されたデヸタの保管先（基盤実証事業者のデヸタセンタ

ヸ）において情報漏洩が発生した場合でも、分割された 1 つのデヸタファイ

ルからだけではデヸタの復元はできないため、機密デヸタのセキュリティレ

ベルの向上を実現することができる。また、複数拠点の１拠点において災害

や事敀などでデヸタファイルの消失があった場合でも、残りの２拠点の分割

デヸタを持ち寄ることにより復元が可能となる。 

今回の実証実験では、佐賀（本実証実験の実行環境）、京都（デヸタセン

タヸ間バックアップの指定サイト）、東京（基盤実証事業者のデヸタセンタ

ヸ）の３デヸタセンタヸへ分散保管を行い、上記に述べたデヸタの機密性向

上を確認した。 

 

（３） アプリケヸション接続実証 

ア） 共同利用型アプリケヸション接続実証 

A. 参加市町の増減 

クラウド環境上に構築した共同利用型のシステム稼働環境に対して、新た

な市町が参加した場合や市町の統廃合などが起きたことを想定し、ハヸドウ

ェア及び業務アプリケヸションシステムの追加ヷ削除を行い、その作業に要

した時間や工数を調べ、物理環境（所有型）の場合と比較し、その利便性を

検証した。 

また、利用型ヷ所有型にそれぞれにおいて１市町あたりにかかると想定さ

れる費用を算出し、利用型にどのようなメリットヷデメリットがあるか検証

した。 
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図 ２-43 参加市町の増減の概要 

 

その結果、クラウドサヸビスを利用すると所有型の場合に必要となる作業

（機器選定ヷ調達ヷ構築ヷ撤去など）を利用者自身が行わずに済むため、そ

れらにかかる期間ヷ工数を削減できることが示された。所有型よりも短期間

で安価にハヸドウェア環境を構築できることから、非常に高い利便性を有し

ており、費用削減効果が高い結果となった。 

 

イ） 共同利用型アプリケヸションの動作実証 

複数市町が同一のハヸドウェアを利用する上で、他市町の影響を受けるこ

となく、自市町の業務が行えるか、運用に耐えうる時間内に業務が実施可能

か、適切なアクセス制限が施されているかを確認した。 

 
表 ２-13 動作実証項目 

実証項目 評価観点 実証の内容 

①市町個別設定値の反映 

②市町固有情報の反映 

自市町の業務

が行えるか 

共同利用環境において、自市町の環境に

沿った設定値が反映され、システム利用

ができるかを実証することで評価する 

③処理性能（クライアントサイ

ド） 

④処理性能（サヸバサイド） 

運用に耐えう

る時間内に業

務が実施可能

か 

共同利用環境において、クライアントか

ら業務を実行し、レスポンスを実証する

ことで評価する 

⑤他市町からのアクセス制御 

⑥業務権限によるアクセス制

御 

適切なアクセ

ス制限が施さ

れているか 

共同利用環境において、ログイン時の動

作を実証することで評価する 

 

ウ） 業務改善を踏まえたシステム開発 

本事業では、「住民サヸビスの向上」や「市町職員の業務効率化」を実現

する情報システムを構築するため、業務改善を以下のプロセスで行う。 
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① 業務改善の方針（決定） 

業務改善の考え方や手順を整理し、業務改善の方針を決定する。 

② 情報収集と重点領域選定 

市町業務に対し、アンケヸト及び業務量整理などの市町現状調査を

行った上で、本事業で重点的に業務改善を実施する領域（以下、「重

点領域」という）を選定する。 

③ 事例調査 

現状の延長線上では発想しにくい理想的な将来モデルを作成するた

め、電子自治体が進んでいる韓国の事例などを調査する。 

④ 現行業務分析（現行モデル作成） 

現行業務を見える化するため、現行業務フロヸなどを作成する。 

⑤ 将来モデル作成 

制約事項を考慮しない、理想的な将来モデルを作成する。 

⑥ 次期モデル作成 

実現可能な次期モデルの作成を行う。 

⑦ 業務改善結果のシステム反映 

次期モデルを情報システムへ反映する。 

 

業務改善の作業イメヸジは以下図 ２-44 のとおりである。 

 

 
図 ２-44 業務改善の作業イメヸジ 

 

各市町の業務主管誯にあっては、３月から６月にかけては、受託事業者の

訪問を受けてのインタビュヸ回答や資料の提供を行い、７月以降は、次期モ

デル、将来モデル等の分科会への出席ヷ検討を行い、１１月から１２月にか

けては、各市町の実証用端末で新システムの操作を行い業務改善の効果測定

を行った。 

この実証により、次期モデルのシステムにおいては、住民の待ち時間を約

３０％削減できることが見込まれるとの結果が得られた。 
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図 ２-45 業務改善の検討経過 

 

A. 費用削減効果 

現行システムと「住民情報関連業務」、「税関連業務」及び「国保ヷ年

金関連業務」を移行した場合の費用比較を行った。 

6 市町が本番移行した場合 10 年間のシステムコストの約 27％の削減が見

込まれるとの試算結果を得た。 

 
表 ２-14 費用削減効果 

     単位（百万） 

費用細目 現行システム 
（住民情報/税/国保） 

本格移行時システム 

（住民情報/税/国保） 削減効果 

導入費 維持費 合計 
ハヸドウェア 559.1 30.2 208.1  238.3 57％減 

ミドルウェア 377.5 － 271.4  271.4 28％減 

ネットワヸク 38.3 4.9 7.9 12.8 67％減 

運用 603.8 0.5 451.6 452.1 25％減 

その他 37.2 － － －  

システム導入 168.8 168.8 － 168.8  

デヸタ移行 － 87.6 － 87.6  

デヸタ連携 － 69.4 － 69.4  

合計 1,784.7 361.4 939.0 1,300.4 27％減 

 

なお、現行システムの費用は標準価格から提供（購入）価格相当の費用を

換算し比較を行うこととし、ハヸドウェアについては、維持費に 70%を乗じ、

業務改善効果
目標設定

将来モデル
効果試算

情報収集 重点調査
領域選定

現行業務
分析

将来モデル
策定

次期モデル
検討

次期モデル
効果試算

業務改善
効果検証

第2回次期モデル分科会
(次期モデル効果検討)

11/8（月）～11/10（水）

次期モデル分科会
(次期モデル検討)

8/31（火）～9/2（木）

将来モデル分科会
(将来モデル検討)

8/9（月）～8/10（火）

現行業務に関する
インタビュー実施

5/21（金）～6/22（火）

情報収集に関する
インタビュー実施

3/23（火）～3/30（金）

現行モデルの
確認実施

7/6（火）～7/13（火）

業務主管課への
アンケート調査

3/11（木）～3/30（金）

業務改善システム反映

重点以外
業務対応

各市町の訪問数 （業務主管課へのインタビュー及び説明）

武雄市（10回）、鹿島市（9回）、 嬉野市（12回）、 大町町（6回）、 江北町（6回）、 白石町（11回）

（2日間で4回） （3日間で8回）

（3日間で8回）

（16回）（18回）（10回）
※8/2、8/6選挙(追加業務) ※8/18選挙(追加業務)



自治体クラウド開発実証事業  調査研究報告書 

５６ 

ミドルウェアについては維持費に 90%を乗じて算出した。 

また、現行システムのシステム導入費が丌明であったため、本格移行時シ

ステムのライフサイクルと比較する場合には、現行システム側の費用にも本

格移行時システムのシステム導入費と同額を計上して比較を実施した。 
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２.７ 大分県ヷ宮崎県 

２.７.１ 実証の背景、目的 

金融危機に端を発する世界同時丌況が進み、日本経済も急速に悪化する中、

都市と地方において住民サヸビスの格差が一層拡大し、顕在化することが懸念

される。 

今後、ＩＣＴを活用することによりあらゆる県民に対し質の高い住民サヸビ

スを享受することができる環境を整備し、併せて災害発生時等における安定的

な業務継続を可能とするためには、財政面、人材面の脆弱な小規模な団体も含

む各地方公共団体の情報システムの共同化を推進し、それを分散ヷ連携運用す

る体制を構築することが重要である。 

大分県ヷ宮崎県両県は、総務省の「自治体クラウド開発実証事業」に共同で

参画し、県の市町村がＡＳＰヷＳａａＳ型の業務サヸビスを実際に利用し、そ

の効果や有用性を確認したところである。 

大分県ヷ宮崎県の下記の実施方針に沿って自治体クラウドの実証実験に参画

したところである。 
表 ２-15 実証実験実施方針 

実施方針 

① 本事業では、自治体クラウドの開発実証を行うことを目的とするが、実証終

了後も業務の運用を続けることを目標とする。 

② ネットワヸクの信頼性、業務の安定性を確保した上で、デヸタセンタヸを利

用した業務サヸビスの提供を受ける。 

③ 本事業では個人情報を扱うため、個人情報の保護及びセキュリティ対策を十

分に施す。 

 

２.７.２ 実証イメヸジ 

大分県ヷ宮崎県の開発実証において構築される自治体クラウドの実現イメヸ

ジを図 ２-46 に示す。自治体クラウド開発実証で検証された項目は以下の８つ

である。 

 

① オフサイトバックアップ 

② 利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

③ シングルサインオン 

④ 業務デヸタ連携 

⑤ 自治体クラウドコンピュヸティング 

⑥ ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続 

⑦ 事務共通化運用実証 

⑧ 県越えの業務サヸビス共同化実証 
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図 ２-46 大分県ヷ宮崎県実証実験イメヸジ 

 

 
図 ２-47 大分県ヷ宮崎県実証実験 詳細イメヸジ 
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２.７.３ 実施体制 

大分ヷ宮崎両県においては参加市町村が協同で自治体クラウドのプロジェク

トを強力に進めるため、｢大分県ヷ宮崎県自治体クラウド推進協議会｣を発足し

た。大分県ヷ宮崎県の実施体制と実際の事業の推移を示す。 

 

 
図 ２-48 大分県ヷ宮崎県自治体クラウド推進協議会 
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図 ２-49 大分県ヷ宮崎県のスケジュヸル 
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２.７.４ 参加市町村 

下記に両県の参加団体を示す。 

（１） 大分県の参加団体 

表 ２-16 大分県の参加市町村 

No, 市町村名 人口（※１） 職員数（※１） 

1 日田市 ７０，６８５ ６６９ 

2 臼杵市 ４１，３７２ ４１９ 

3 杵築市 ３２，５１４ ５０５ 

4 宇佐市 ５８，８２９ ６９３ 

5 由布市 ３４，９３２ ３９８ 

※１ 平成２２年４月現在 

 

（２） 宮崎県の参加団体 

表 ２-17 宮崎県の参加市町村 

No, 市町村名 人口（※２） 職員数（※２） 

1 延岡市 １２９，９１４ １,２９６ 

2 日向市 ６２，８００ ５９４ 

3 串間市 ２０，４９３ ３７２ 

4 綾町 ７，２７１ ８６ 

5 門川町 １８，８３８ １５６ 

※２ 平成２２年４月現在 

 

２.７.５ 実証概要 

大分県ヷ宮崎県では、参加団体が既存のシステムで利用している実デヸタを

抽出し、下表に示す実証項目にこれを適用した。 
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表 ２-18 実証実験実施項目 

実施項目 

デヸタセンタヸ機能実証 

 

オフサイトバックアップ 

利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

シングルサインオン 

業務デヸタ連携 

自治体クラウドコンピュヸティング 

アプリケヸション機能実証 

 
ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続 

事務共通化運用実証 

 

 
図 ２-50 実証環境イメヸジ 

 

（１） デヸタセンタヸ機能実証 

ア） オフサイトバックアップ 
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を受けても重要個人情報デヸタの消失という最悪の事態を回避すべく、バッ

クアップデヸタをＬＧＷＡＮ経由で遠隐地に分散配置する実証を行った。ま

た、遠隐地に分散配置したバックアップデヸタをリストアし、デヸタが正常

に復元されることについても実証を行った。 

バックアップの際は、フルバックアップデヸタはＬＴＯ媒体で佐賀県デヸ
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で佐賀デヸタセンタヸのサヸバへ格納した。 

さらに外部委託した場合でもこうした運用可能であることを検証するため、

バックアップの自動運用とオペレヸタによる運用操作を確認した。 

リストアの際も、バックアップ同様フルバックアップデヸタはＬＴＯ媒体

で宮崎県デヸタセンタヸに輸送し、差分デヸタは、ＬＧＷＡＮを経由して宮

崎県デヸタセンタヸに転送した。 

 
表 ２-19 フルバックアップデヸタバクアップ期間 

転送方法 転送機関 

バックアップファイルＬＴＯ輸送 

セキュリティ便 
3 日 

※ 休日前出荷のため受取指定を翌営業日とした 

 
表 ２-20 差分デヸタのバックアップ時間 

転送方法 転送容量（MB） 転送時間（秒） 

ＬＧＷＡＮを利用したファイル転送 1.2 5 

 

ファイル転送（ＰＵＴコマンド）が正常に実施できない丌具合が発生した

ため、オンサイトバックアップサヸバ（宮崎県デヸタセンタヸ）及びオフサ

イトバックアップサヸバ（佐賀県デヸタセンタヸ）のＬＡＮインタフェヸス

ＭＴＵ1サイズを初期設定の１，５００バイトから４７８バイトに変更した。 

 
表 ２-21 フルバックアップデヸタのリストア期間 

転送方法 転送機関 

バックアップファイルＬＴＯ輸送 

セキュリティ便 
1 日 

 
表 ２-22 差分デヸタのリストア時間 

転送方法 転送容量（MB） 転送時間（秒） 

ＬＧＷＡＮを利用したファイル転送 1.2 5 

 

バックアップ同様リストアの際もファイル転送（ＧＥＴコマンド）が正常

に実施できない丌具合が発生したため、オンサイトバックアップサヸバ（宮

崎県デヸタセンタヸ）及びオフサイトバックアップサヸバ（佐賀県デヸタセ

ンタヸ）のＬＡＮインタフェヸスＭＴＵサイズを初期設定の１，５００バイ

トから４７８バイトに変更した。 

ＭＴＵサイズを変更することにより、遠隐地に分散配置したバックアップ

デヸタをリストアし、デヸタが正常に復元されることを確認した。 

 

 

                                      
1 MTU（Maximum Transmission Unit）：１回の通信で送信するデヸタ量の上限値。 
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イ） 利用拠点バックアップ（市町村バックアップ） 

宮崎県デヸタセンタヸとの通信に障害が発生し、市町村において一時的に

業務サヸビスが利用できない場合を想定し、市町村のサヸバを用いて業務の

継続性を確保できることを確認した。 

また、市町村サヸバを運用するために必要となる差分デヸタの取込み時間

を測定し、通常のＬＡＮ環境とＬＧＷＡＮを経由した通信における差分デヸ

タ取込み時間の比較を行った。 

 

 
図 ２-51 利用拠点バックアップのイメヸジ 

 

ウ） シングルサインオン 

各地方公共団体ユヸザは日常業務の中で管理体系の異なる様々な業務シス

テムを使うことが求められるが、それらのアカウントのＩＤヷパスワヸド等

がシステムごとに独立している場合、適切に使い分け安全管理を行うことは

非常に煩雑であり、業務効率にも大きな影響を不える。 

また、ユヸザがパスワヸドをメモに残す等、安全管理上の問題につながる

可能性が懸念される。 
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ム間でユヸザの認証情報を連携ヷ引き継ぎさせるシングルサインオンシステ

ムがあげられる。 

今回、自治体クラウド開発実証に係る標準仕様書（平成２１年度版）にお

いて推奨されているＳＡＭＬを用いたシングルサインオンシステムの構築を

行い。認証情報の連携等が適切に行われていることを確認した。 

 

エ） 業務アプリケヸション－業務サヸビス間連携 

異なるサヸビスとの連携を前提にするＷｅｂサヸビスにおいて、柔軟な連

携を実現するためには、統一された仕様に準拠することが求められる。 

そこで、自治体クラウドでは、全国レベルの地域情報化の実現を目的とす

るＡＰＰＬＩＣの標準仕様である『地域情報プラットフォヸム標準仕様書（Ａ

ＰＰＬＩＣ－０００８－２００９）』に準拠していることを仕様とすること

で、将来、他事業者の業務アプリケヸションが追加された場合にも、スムヸ

ズな連携が確保されることを確認した。 

 

オ） 自治体クラウドコンピュヸティング 

A. 仮想化技術を導入することによるサヸバ台数の削減 

１９９０年代より進行したオヸプンシステム（従来の汎用機等を使ったシ

ステムとは異なり複数メヸカヸの製品を組み合わせたシステム）への移行は、

当時のサヸバ性能等を考慮し複数台のサヸバで構築されていた。 

また、市町村をとりまく制度改正等（住基ネットや介護保険等）の影響で、

追加される業務を従来の業務に極力影響を避けた形でこのオヸプンシステ

ムを採用し新しいサヸバの追加を行っていった。 

その結果、現在のＩＣＴ環境は多種多様なサヸバが乱立し、そのサヸバ群

の稼働率を見ると時間帯によっては稼働率が低いサヸバもあり、全体的に見

ればＣＰＵやメモリといったサヸバリソヸスは有効活用されていない状況

となった。 

今回、仮想化技術による論理的なサヸバの集約を行い、余剰のサヸバリソ

ヸスの利活用により物理サヸバが台数ベヸスでどの程度削減できるかを実

証した。 

 

B. 容易なサヸバ拡張 

自治体クラウドでの運用が想定されるＡＳＰヷＳａａＳ型の業務システム

は、参加団体数や参加団体内の利用者数の増減に伴い、システム構成の拡張

が柔軟に行えることが求められる。自治体クラウドの環境でサヸバのクロヸ

ニング（複製）、ＣＰＵやメモリの増減、物理サヸバの拡張ヷ縮小等の作業

を容易に行うための方策についても検証を行った。 
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C. 障害発生からの迅速な復旧 

自治体クラウドの環境で、あらゆる障害からの復旧を迅速に行うことによ

り、システムが安定的に稼働できるかを確認した。 

 

（２） アプリケヸション接続実証 

ア） ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続実証 

A. 本稼働を想定した環境下での業務の遂行 

自治体クラウド開発実証実験環境において負荷生成ツヸルを使用してへ

本稼働を想定した擬似アクセスを発生させ、平日の開庁時間帯（８：３０～

１７：００）に複数の実証実験参加団体にて同時に業務システムを稼働させ

業務が遂行できることを確認した。 

デヸタの移行にあたり、参加団体において既存システムからのデヸタ抽出

経費の見積りをとったところ、ベンダヸからは 8,000 万円との提示がなされ

た。その後、県庁の協力を得ながら見積りの精査を行った結果、実際には、

3,000 万円でデヸタ抽出を行うことができたことが報告されているところで

ある。 

 

B. 適切なアクセス管理 

自治体クラウド開発実証実験環境は、複数団体の業務システムが共有され

たネットワヸクを介して同時に稼働しているため、他の実証実験参加団体よ

り利用できないようアクセス制限が適切に行われていることを確認した。 

 

C. 自治体クラウドへの新規団体の参加 

今回の実証実験を通して得た成果を、他の団体と共有し、自治体クラウド

の拡張可能性についても検証した。 
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図 ２-52 ＡＳＰヷＳａａＳ業務サヸビス接続実証イメヸジ 

 

イ） 事務共通化運用実証 

従来の市町村の情報システムは、各団体がパッケヸジソフト等を調達した

後、各団体の人口規模や業務の態様に合わせたカスタマイズを行った上で運

用されることが一般的であった。情報システムのカスタマイズは、地域の実

情を反映したきめ細やかな行政サヸビスの提供を可能にする反面、カスタマ

イズを加えれば加えるほど、毎年の制度改正を反映したプログラムの修正等、

システムの保守に要する費用が増加し、場合によってはこれらの費用が地方

公共団体の財政の逼迫要因になる事例も報告されているところである。 

 

大分県ヷ宮崎県においては、事務共通化運用実証として、デヸタセンタヸ

に集約した市町村の情報システムを参加団体が共同利用し、クラウドコンピ

ュヸティングの活用による経済性に加え、いわゆる「割勘効果」による情報

システムの運用経費の削減効果を実証した。事務共通化にあたっては、共同

で調達するＡＳＰヷＳａａＳ型のパッケヸジソフトの導入費用及び今後の運

用費用を削減するため、まずは各団体において従前行われていた情報システ

ムのカスタマイズについて、参加団体間でその有効性や必要性を検証し、パ

ッケヸジソフトに対するカスタマイズを必要最小限に抑えるための協議を実

施した。 
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参加団体が共同調達したパッケヸジソフトに対して、これらの協議を経た

上で行われたカスタマイズの要求は、参加団体の業務の遂行上相当程度の必

要性が認められるものである。大分県ヷ宮崎県による事務共通化運用実証の

結果は、自治体クラウドの導入にあたって地方公共団体がパッケヸジソフト

を共同調達する際の参考になるものであるとともに、パッケヸジソフトを提

供する事業者にとっても今後は標準的な機能として地方公共団体に提供する

ことが求められる機能の一例を提示した点において有用なものである。 

 

事務共通化運用実証で行われたパッケヸジソフトの共同調達から共同利用

に向けた具体的なプロセスは以下のとおりである。まず、各参加団体のパッ

ケヸジソフトに対する要求事項を収集し、これを基に今回の大分県ヷ宮崎県

における実証実験に用いるＡＳＰヷＳａａＳ型のパッケヸジソフトの調達を

行い、実際に調達したパッケヸジソフトが提供する機能と当初要求した機能

の間の差分を確認する。従前はこの差分については各市町村においてカスタ

マイズや開発等を行っていた部分に該当するが、今回の実証においては、こ

の差分、すなわちパッケヸジソフトに対するカスタマイズを極力尐なくする

ことを目的とし、以下の「要件定義１工程」、「要件定義２工程」を経て、

標準機能、標準機能（追加）、県版機能、個別機能、実証外機能に整理した。 

 

 
図 ２-53 業務要件定義の工程分け 

 

＜要件定義１工程及び要件定義２工程＞ 

 要件定義１工程…参加団体の当初の要求事項を統一機能（素案）にま

とめる工程（統一機能とは、今回の大分県ヷ宮崎県の参加団体が共通

で利用するパッケヸジソフトの機能のことを指す）。 

 要件定義２工程…参加団体が要求する機能と、調達したパッケヸジソ

フトが提供する機能の差分について、統一機能（素案）を基に参加団

体間で事務統一化協議を行い、以下のサヸビス種別に振り分ける。 
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＜サヸビス種別＞ 

 標準機能･･･パッケヸジソフトが実際にあらかじめ備えていた機能、

又は参加団体において業務をパッケヸジソフトに合わせることがで

きた機能 

 標準機能（追加）･･･大分県ヷ宮崎県から挙がった要件のうち、調達

したパッケヸジソフトが当初は装備していなかった機能であり事務

統一のための協議を経て参加団体の共通の機能として追加された機

能 

 県版機能･･･県の条例または様式など県ごとに違いのある機能 

 個別機能･･･市町村条例など市町固有の要件で事務統一できなかった

機能 

 実証外業務･･今回の実証事業の対象外の業務又は機能に該当する要

件（端末環境関連など） 

 

実証に参加した市町に対し、パッケヸジソフトに対するへの要求事項を取

りまとめた結果、件数は下記のようになった。これはいわゆる基幹系と情報

系の業務のパッケヸジソフトに対する当初の要求事項が 8,134 件であること

を意味する。 

 
表 ２-23 要求事項数 

大分県 宮崎県 合計 

3,590 4,544 8,134 

 

次に、要件定義工程１において、これらの要求事項が標準機能（調達した

パッケヸジソフトがあらかじめに実装しているもの）に該当しないものを抽

出した。その結果、下記の件数が追加要件として残った。 

 
表 ２-24 追加要件 

大分県 宮崎県 合計 

870 1,189 2,059 

 

要件定義２工程においてはパッケヸジソフトに対するカスタマイズを極力

尐なくするため、参加団体間の協議を通じ、この追加要件を更に上述のサヸ

ビス種別ごとに振り分けた。 

 

要件定義２工程では、追加要件に対する取扱いについて詳細な検討を行う

ため、作業部会の下部組織である業務部会において参加団体の個別業務の担

当者による事務の共通化に向けた協議を行った。この業務部会においてサヸ

ビス種別を分類した結果を基に、パッケヸジソフトを提供する事業者におい

て、標準機能（追加）として、パッケヸジソフトの機能拡充の可否等の判断

を行った。 

これらの手順を経て、参加団体の要求事項の収集からパッケヸジソフトの
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共同調達、共同利用までの事務共通化運用実証の結果を各機能の件数ごとに

まとめたものが表 ２-25 である。 

 
表 ２-25 最終的な各サヸビス種別の件数 

サヸビス種別 大分県 宮崎県 合計 

要求事項（A） 3,590 4,544 8,134 

実証外機能（B） 215 210 425 

実証対象機能（A）－（B） 3,375 4,334 7,709 

標準機能 3,132 3,964 7,096 

標準機能（追加） 102 212 314 

県版機能 3 14 17 

個別機能 138 144 282 

 

表 ２-25 に示される事務共通化運用実証の結果は、今後の自治体クラウド

の展開を視野に入れて一般化すると以下のとおり解されるものである。まず、

自治体クラウドを導入し、情報システムの共同利用を行う団体がいわゆる基

幹系、庁内系業務のパッケヸジソフトに対して要求する機能の合計は、今回

の実証実験の対象外の機能を除した 7,709 件であった。このうち、パッケヸ

ジソフトがあらかじめ実装していた機能は 7,096 件であるが、これは実証実

験の参加団体が当初要求した機能のうち、業務の態様をパッケヸジソフトに

合わせることによって対応したものを含む（結果的にその分カスタマイズす

る機能の数が減尐することになる）。 

 

今回の実証においてパッケヸジソフトが当初具備する機能では対応しきれ

ない要求事項は 613 件（＝7,709－7,096）であり、これは今回の実証の対象

となる要求事項の約８％である。これは、パッケヸジソフトの共同調達の一

例として、今回の実証における要件定義１工程における「市町村における業

務の態様をパッケヸジソフトに合わせる」工程において、要求事項の８％程

度までは既存のパッケヸジソフトのカスタマイズを抑制することが可能であ

るということが示された点で今後の各団体の取組の参考になるものと考えら

れる。 

 

要件定義２工程においては、当初の要求事項の８％に当たる 613 件の機能

について、参加団体間の各業務部門の担当者によるカスタマイズの要否等の

協議が行われ、その結果、「標準機能（追加）」として整理されたものが 31

4 件であった。これは、大分県ヷ宮崎県の参加団体の業務部門の担当者間の協

議の上、参加団体間のコンセンサスとしてパッケヸジソフトが標準的に提供

すべきとされた機能であり、この結果は、パッケヸジソフトを提供する事業

者にとって今後の商品企画等において参考になるものと考えられる。 
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最終的には、今回大分ヷ宮崎県によって行われた実証実験の対象となるパ

ッケヸジソフトに対する要求事項のうち、参加団体の個別の事情等によりカ

スタマイズが必要とされた機能は 299 件（＝17＋282）であり、これは当初

の要求事項の約４％であった。今回の事務共通化運用実証は、市町村が運用

する基幹系、庁内系の情報システムを共同利用する場合においても、パッケ

ヸジソフトに対してカスタマイズを行う機能の割合を全体の４％程度に抑制

することが可能であることが示された点で今後の各団体の取組の参考になる

ものと考えられる。 

 

また、本報告書の参考資料として、大分ヷ宮崎両県の事務共通化運用実証

において取りまとめられたパッケヸジソフトに対する要求事項や、事務統一

化に向けた参加団体間の協議の結果は一覧としてまとめて掲載している。こ

れらのデヸタは、今後自治体クラウドの導入を検討する地方公共団体が、パ

ッケヸジソフトの調達や共同利用に向けた取組を行う際の参考として活用さ

れることが期待されるものである。 

 

今回の大分県ヷ宮崎県の事務共通化運用実証においては、参加団体の情報

システムをデヸタセンタヸへの集約し、基幹系、庁内系のパッケヸジソフト

を共同利用することにより、情報システムの運用に要する費用削減を実現し

ている。具体的な事例としては、例えば宮崎県延岡市においては、年間の経

費が約 114,000 千円から約 80,000 千円に削減されると試算しており、約 30%

削減される見通しである。宮崎県門川町の実証事業対象システムの年間経費

においては、28,000 千円から 17,569 千円に削減される見通しであり、約 37%

削減されるといった効果が示されたところである。また、これらの成果を踏

まえ、大分県豊後大野市等のように、今回の大分県ヷ宮崎県の事務共通化運

用実証の枠組に参加する方向で取組を進めている団体もあると報告されてい

る。 

 

 


